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避難・被災生活はもちろん地震という自然災害によって引き起こされたもの

だが，その後の生活は県や市といった行政当局の対応によって大きく左右され

た．概して世論は地方自治体の対応ぶりに厳しい批判の目を向け，マスコミに

登場する知識人もそのような論調に便乗しがちであった．しかし膨大な報道量

のわりには，行政と被災者の関係のあり方について正面から論じ客観的に分析

しようとする研究は少ない．さらに行政当局の政策立案にたいして社会学がど

のような貢献をなしうるかという論点もほとんどみることはできなかった．こ

こにおさめられた2論文はその数少ない試みの例である．

第1章「地方自治体の対応と住民」（荻野）は，自治体職員と被災者の関係に

焦点を当てつつ「市民は善，行政は悪」との見方に疑問を投げかける．荻野氏

は，震災直後の状況を行政と住民すなわち公と私の境界が一時的に消滅した状

態ととらえている．たとえば，教室や公園のような公の場での避難生活，ふだ

んは住民が入れない災害現場での生活がそうである．そのなかで新たに秩序が

形成され，それにたいする不満もうまれる．公務員側も通常とはまったく異な

る業務に追われるので，仕事とはいえボランティアと同じ状態になる．こうし

て震災直後には公私の境界が完全に消滅してしまった．

そして本来自動的に行われていた自治体のサービスが，住民にとって交渉し

て獲得する対象と化し，罹災証明の発行も義援金の配分もまったく公正を欠く

ものとなったのである．以前の公私の境界を維持すべく行政は住民に自助努力

を求めるが，住民はますます功利主義的になり，行政は慈恵主義に傾いていく．

すなわち「ゴネ得」と「してあげる」の世界である．行政は弱者救済を掲げる

が，それは弱者のみを隔離し，消滅した公私の境界を取り戻すための管理に過

ぎない．そうではなく，荻野氏のいうところの「自己準拠的な正義」によって

公共性がいかに実現されるかがこの論文の最後で考察されている．

第2章「行政と政策スコープ」（高坂）は，実践的な政策立案に貢献しようと

する社会学を「規範的社会学」と呼び，今度の震災においてそれが行政とどの

ように連携する可能性があったかを探っている．たとえば仮設住宅の問題は，

震災で家を失った人々が仮設を出て恒久住宅に移れば解決するというハコモノ

の問題ではない．多くの世帯が仮設住宅に残る一方で公営住宅が大きく定員割
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れを起こすというミスマッチの現状は，住宅政策がハコモノとしてしか住宅を

みておらず，住民の属性や移動パターンなど適切な社会学的データを活かせな

かった点に原因があるという．

また，兵庫県は住民票を県外に移した「県外避難者」を公的支援の対象から

はずした．全半壊世帯の約2割に当たる彼らは一般に比較的経済的にゆとりの

ある人びととみなされがちだが，高坂氏らが行った調査によればむしろ逆の結

果が出ている．このように行政の支援の対象は政治家や行政によって，それも

根拠のあいまいな暗黙知によって「社会的弱者」と認定され，決定されている．

この論文では，日常・被災・再建の3種類の生活コストの重層的負荷の構造を

示しながら，政策対象として「社会的弱者」を抽出する論理を社会学に求め，

資源配分に関しても社会学が行政に貢献する方途を探っている．

市民社会みずからによる公共性の構築を最大限に追求する荻野氏，市民社会

の学としての社会学がむしろ行政と積極的に連携していこうとの高坂氏，両氏

のスタンスは異なるが，行政と住民の間の境界を社会学によって超えようとす

る点において問題関心を共有しているともいえるだろう．いずれにせよ2論文

は阪神・淡路大震災にたいして実態を記述分析するにとどまらず，社会学その

もののあり方をわれわれに問いかけている．

（鵜飼孝造）
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